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はじめに
バーゼル銀行監督委員会は，1974年12月のG10中央銀行総裁会議で創設
することが決定され，1975年２月に第１回会合が開催された。その後，２
回の会合を経て，1975年９月開催の第４回会合で「バーゼル・コンコルダ
ット」の案が作成され，1975年10，11月のG10中央銀行総裁会議における
議論を経て，1975年12月のG10中央銀行総裁会議で「バーゼル・コンコル
ダット」が採択された。また，1975年12月には，G10諸国以外の世界各国
の中央銀行総裁にも「バーゼル・コンコルダット」が送付された。
バーゼル銀行監督委員会の創設は，1974年６月にドイツのヘルシュタッ
ト銀行が経営破綻した影響がドイツ国内に止まらず，ドイツ国外にも波及
したことを踏まえて，通貨価値・外国為替相場の安定の分野に加え，金融
システムの安定の分野においても各国が協力していくことが重要であると
いう認識がG10中央銀行の間で生まれたことに基づくものであり，金融シ
ステムの安定の分野における国際協力の嚆矢となる画期的なことであった。
「バーゼル・コンコルダット」は，バーゼル銀行監督委員会の最初の成果
であり，国外に進出した銀行の活動が銀行監督を免れることを防ぐために
各国の監督当局が協力するためのガイドラインであった。具体的には，親
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銀行所在の母国監督当局と当該銀行が国外に進出した受入国監督当局の間
で銀行監督上の責任分担を明確にした上で，銀行監督上の隙間できないよ
う母国監督当局と受入国監督当局の間で情報交換等を通じて協力すること
を促す内容であった。
以下では，バーゼル銀行監督委員会創設とその最初の成果である「バー
ゼル・コンコルダット」採択を巡る動きとその背景について，国際金融シ
ステム論の観点から，国際決済銀行アーカイブ（Bank for International 
Settlements Archive）所蔵の史料等に基づき考察してみる。
１．バーゼル銀行監督委員会創設を巡る動き
１－１．ヘルシュタット銀行の経営破綻とその影響
1974年６月，ドイツのヘルシュタット銀行が，外国為替取引に失敗して
多額の損失を出し，経営再建が困難と判断された結果，業務停止と清算が
命じられ，経営破綻した。銀行業務停止と清算が命じられた時点で，ヘル
シュタット銀行は，フランクフルト市場ではドイツ・マルクを受け取って
いたが，時差の関係からニューヨーク市場では米ドルを支払っていなかっ
た。この結果，ヘルシュタット銀行の経営破綻に伴いドイツ・マルク支払
いの対価となる米ドルを受け取れず損失を被った取引相手銀行が多数存在
したため，ヘルシュタット銀行の経営破綻はその影響がドイツ国外にも波
及することとなった。また，ヘルシュタット銀行の経営破綻に伴う決済リス
クの顕現化が原因となって，ユーロ・カレンシー市場における取引に潜在
する脆弱性に対する懸念が拡がり，ユーロ・カレンシー市場の取引が混乱
した1）。
外国為替取引では，外国為替相場の変動に伴う価格変動リスクに加え，
国境を越えた複数市場間における複数通貨決済となるため，時差に基づく
決済リスクを伴うが，ヘルシュタット銀行が経営破綻した当時は，外国為
1） Banker, B. “Spot the knave…the latest Europroblem”, Euromoney, August 1974, p.15  
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替取引に伴う決済リスクが十分に認識にされないまま，銀行および銀行監
督当局とも，外国為替取引に伴う決済リスクを十分に管理していなかった。
ヘルシュタット銀行の経営破綻を巡っては，外国為替取引に特有の時差
に伴い，ニューヨーク市場における米ドル決済が終了していない時点で，
ドイツの銀行監督当局およびブンデスバンクがヘルシュタット銀行の業務
停止と清算を命じ，その結果，米国の銀行を中心にニューヨーク市場でド
イツ・マルク支払いの対価として米ドルを受け取れない事態が生じたため，
損失を被った銀行からドイツの銀行監督当局およびブンデスバンクに対し
業務停止と清算を命じたタイミングに関して批判が相次いだ。例えば，損
失を被った銀行の１つであるアメリカ銀行のクローセン頭取（当時）は，
「銀行の窓口で100ドル札を20ドル札５枚に両替して欲しいと依頼して100
ドル札を渡したら，その直後に銀行の窓口に電話がかかってきて，20ドル
札５枚を受け取れないまま，銀行の窓口が閉じられたようなものだ」とド
イツの銀行監督当局およびブンデスバンクによる業務停止と清算の命令の
仕方を批判した2）。
また，ヘルシュタット銀行の経営破綻以降も，1974年10月に米国のフラ
ンクリン・ナショナル銀行が外国為替取引における投機の失敗等から経営
破綻したほか，経営破綻には至らなかったものの，ドイツのランデスバン
クやスイスのスイス・ユニオン銀行が外国為替取引において多額の損失を
計上したことが明らかになったため，国際的に金融システム不安が高まっ
た3）。このため，国際決済銀行（以下，（以下，「BIS」と略す）で毎月開催
されているG10中央銀行総裁会議4）では，ヘルシュタット銀行やフランク
リン・ナショナル銀行の経営破綻を契機とした国際的な金融システム不安
を反映したユーロ・カレンシー市場の混乱が拡大しないように国際的に協
金融システム安定のための国際協力の起源とその後の発展
2）Heller, R. and Willatt, N., “Fall of the House of Herstatt”, Can You Trust Your Bank?, 
Weidenfeld and Nicolson, London, 1977, p.245-253
3） NOTEBOOK INTERNATIONAL, “Banking crisis: After Herstatt”, The Banker, August 
1974, p.856
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力することが検討されることになった5）。
１－２．G10中央銀行総裁会議の対応
ヘルシュタット銀行が経営破綻した1974年当時は，主要国通貨が変動相
場制に移行し，外国為替相場の安定が各国通貨当局にとって共通の課題で
あった。また，ユーロ・カレンシー市場における資金取引が拡大し，市場
メカニズムを通じて国際的な資金過不足が調整される場としてユーロ・カ
レンシー市場の重要性が増していたが，ユーロ・カレンシー市場について
は，市場に参加する金融機関の短期調達・長期運用という満期構成のミス
マッチに加え，金融機関相互の資金取引の複雑さから，個別の金融機関が
抱える流動性リスクおよび信用リスクが顕現化した場合，それが個別の金
融機関の経営問題にとどまらず，ユーロ・カレンシー市場全体の機能麻痺
ないしは機能低下に波及していくことが，各国通貨当局間の議論の場を通
じても懸念されていた。
そうした状況の下で，ヘルシュタット銀行が外国為替取引における損失
により経営破綻，その影響が国際的に波及し，国際的な金融システム不安
を通じてユーロ・カレンシー市場の混乱につながったことから，各国通貨
当局にとって，変動相場制の下で金融機関が外国為替取引において過大な
ポジションをとることを放置すべきではないとの認識が強まった6）。そう
した認識を踏まえて，G10中央銀行総裁会議は，1974年９月に，次のよう
な内容を盛り込んだコミュニケを発表した7）。
4）BISにおいて，ベルギー，フランス，ドイツ，イタリア，オランダ，スイス，英国，米国8
カ国の中央銀行役員が外国為替取引に関する意見交換のために非公式な形で集まる会合とし
て発足し，1961年以降定期的な会合として制度化された。また，1964年以降，カナダ，日本，
スエーデンが参加するようになって，現在のようにBISで毎月開催されるG10中央銀行総裁
会議の枠組みが出来上がった。
5）Mendelsohn, M. S., “Money takes fright”, Euromoney, August 1974, p.13
6）INTERNATIONAL BANKING, “International banking ─ is the crisis over?”, The Banker, 
October 1975, p.1182-1184
7）Bank for International Settlements Archive 1.3a(3), “Press Communiqué by Bank for 
International Settlements”, 10th September 1974
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①国際的な市場で業務を行う銀行の活動に関する情報交換を中央銀行間で
強化する。
②適切と判断される場合，外国為替取引のポジションを管理する規制を強
化する。
③ユーロ・カレンシー市場における「最後の貸し手の問題（the problem of 
the lender of last resort）」に関連して，一時的な流動性供与に関する詳
細なルールと手続きを予め決めておくことは実際的ではないが，その目
的のための手段は利用可能であり，必要な時に利用できる態勢にある。
こうした問題意識を踏まえて，G10中央銀行総裁会議は，1974年12月に
は，外国為替取引の規制管理の分野と銀行監督の分野のそれぞれ専門家で
構成する常設の委員会，バーゼル銀行監督委員会（the Basel Committee on 
Banking Supervision）を創設することを決めた8）。
G10中央銀行総裁会議は，バーゼル銀行監督委員会の開催場所をBISとす
ると同時に，バーゼル銀行監督委員会の活動を支援する事務局機能をBIS
スタッフに担わせることを決定した。こうして，BISは，バーゼル銀行監
督委員会の創設以降，通貨価値・外国為替相場の安定の分野における国際
極力の促進という伝統的な役割に加え，金融システムの安定の分野におけ
る国際極力の促進という新たな役割を初めて担うことになった。
しかしながら，G. Tonioloによると，BISが中央銀行間の協力を通じて金
融システムの安定の分野において国際協力を促進する試みは，バーゼル銀
行監督委員会の創設が初めてではなく，1960年代半ばにも，当時BISで定
期的な会合を開催する主要国中央銀行の間で構想として検討されたことが
ある9）。
それは，1960年代に入りユーロ・カレンシー市場の規模が拡大し，それ
金融システム安定のための国際協力の起源とその後の発展
8）創設当初は，銀行規制監督委員会（the Committee on Banking Regulations and Supervisory 
Practices)の名称でスタートし，その後，バーゼル銀行監督委員会（the Basel Committee on 
Banking Supervision）に名称が変更された。
9）Toniolo, G. with the assistance of Clement, P., Central Bank Cooperation at the Bank for 
International Settlements, 1930-1973, Cambridge University Press, New York, 2005, p.469
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に伴いユーロ・カレンシー市場の信用リスクや流動性リスクが増大したこ
とを眺め，主要国中央銀行総裁の議論において，「ユーロ・カレンシー市場
における非居住者向け短期信用供与に関する個別データを一元的に収集し
て，BISをそのデータを管理する国際的なリスク・オフィスにする」構想
が持ち上り，1965年初からG10諸国のうち日本とカナダを除く中央銀行の
専門家とBISスタッフにより検討が重ねられた試みである10）。
しかしながら，中央銀行の専門家とBISスタッフによる検討の過程で，
①既に非居住者向け短期信用供与に関する個別データを一元的に収集管理
する国内のリスク・オフィスを設置済みないしは設置予定の国々では，国
内のリスク・オフィスが収集管理する個別データを国際機関に提供するこ
とには，法律面，運営面とも困難があること，②国内のリスク・オフィス
を設置しない国々では，法律面で守秘義務があり，運営面で個別データ収
集が困難であること等の事情が判明した。このため，1965年５月，中央銀
行の専門家とBISスタッフは，検討の結果として，個別データを一元的に
収集して，そのデータを管理する国際的なリスク・オフィスを設置すると
いう構想を当面は棚上げし，その代替案として，非居住者向け短期信用供
与に関するデータを，個別データではなく，自国通貨建てと外国通貨建て
の集計データの形でBISに報告することを主要国中央銀行総裁会議に提案
した経緯がある11）。
その後，G10中央銀行総裁会議は，国際的な資金過不足が市場メカニズ
ムを通じて調整される場として，ユーロ・カレンシー市場のモニタリング
を続け，1971年４月にはG10中央銀行の専門家から構成される常設の委員
会「ユーロ・カレンシー市場常設委員会（Standing Committee on the Euro-
Currency Market）」を設置するとともに，ユーロ・カレンシー市場に関す
10）Bank for International Settlements Archive 1.3a(3), “The Centralisation of Information on 
Bank Credits to Nonresidents”, 22nd January 1965
11）Bank for International Settlements Archive 1.3a(3), “Note on the Meeting: The 
Centralisation of Information on Bank Credits to Non-residents”, May 1965
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る統計整備に取り組んだ。また，「ユーロ・カレンシー市場常設委員会」の
開催場所をBISとし，「ユーロ・カレンシー市場常設委員会」の活動を支援
する事務局機能をBISスタッフに担わせることとしたほか，ユーロ・カレ
ンシー市場取引に関するデータの各国からの報告受付と統計整備の業務を
BISに担わせたことから，ユーロ・カレンシー市場のモニタリングにおけ
るBISの役割の重要性が一層高まった12）。
「ユーロ・カレンシー市場常設委員会」が創設された1971年当時は，米
国をはじめとする主要国が，政府ベースではユーロ・カレンシー市場の発
展に警戒的な対応をとることがあったのに対し，G10中央銀行総裁会議を
定期的に開催する中央銀行ベースでは「ユーロ・カレンシー市場常設委員
会」等を利用したモニタリングを通じて，ユーロ・カレンシー市場の発展
を容認する立場をほぼ一貫して維持した。
従って，こうした「ユーロ・カレンシー市場常設委員会」等を利用して
ユーロ・カレンシー市場をモニタリングし，ユーロ・カレンシー市場の発
展を容認するというG10中央銀行総裁会議の対応の積み重ねがあった故
に，ヘルシュタット銀行の経営破綻等を契機としてユーロ・カレンシー市
場が混乱し，それに伴い国際的な金融システムに不安が広がった事態にお
いて，そうした事態を解消しなければならないという問題意識がG10中央
銀行総裁会議に生まれ，バーゼル銀行監督委員会の創設につながったと位
置付けられる。
そうしたＧ10中央銀行総裁会議の問題意識について，バーゼル銀行監督
委員会の初代議長を務めたイングランド銀行のBlundenは，「G10中央銀行
総裁会議は，ユーロ・カレンシー市場における自国の銀行の業務を支援す
るために，各国中央銀行が自国の銀行に対して最後の貸し手機能（the 
lender of last-resort facilities）を果たすことに合意した上で，各国の銀行
監督当局と中央銀行の代表者で構成する委員会を1974年に創設した」と述
金融システム安定のための国際協力の起源とその後の発展
12）矢後和彦，「国際金融機関史」，上川孝夫・矢後和彦編『国際金融史』，有斐閣，2007年，
p.325
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べている13）。
また，G10中央銀行総裁会議の対応については，1970年代においては，
G10財務大臣・中央銀行総裁会議と経済協力開発機構経済政策委員会第３
作業部会（以下，OECD WP3と略す）とBISで開催されるG10中央銀行総裁
会議という３つの非公式なネットワークが国際通貨システムを動かしてい
た14）ことを前提に検討することも重要な意味をもっている。
1970年代において，G10財務大臣・中央銀行総裁会議とOECD WP3とG10
中央銀行総裁会議は，1962年に構築されたIMFの「一般借入協定（GAB）」
とBISの「多角的サーベイランス」の枠組み中で国際通貨問題を協議する
ためにそれぞれの役割を果たしたが，それぞれの役割については，①G10
財務大臣・中央銀行総裁会議は，主として，国際通貨システムの機能と制
度的な枠組みに関する問題を検討する，②OECD WP3は，各国の国際収支
状況とその調整過程の問題にかかわるような基本的な要因と危機的な状況
をもたらすような要因について分析する，③G10中央銀行総裁会議は，金・
外国為替市場における動向を調査し，必要に応じて短期的な信用を供与す
る，という役割分担がなされていた15）ことを考慮すると，G10中央銀行総
裁会議がユーロ・カレンシー市場の混乱を収拾するために金融システムの
安定を回復に取り組んだことは，G10財務大臣・中央銀行総裁会議，OECD 
WP3，G10中央銀行総裁会議という３つの非公式なネットワークの間の役
割分担としても位置付けられる。
１－３．バーゼル銀行監督委員会の創設
1974年12月開催のG10中央銀行総裁会議は，外国為替取引の規制管理の
13）Blunden, G., ”International co-operation in banking supervision”, Bank of England 
Quarterly Bulletin, Volume 17, Number 3, September 1977, p.326
14）矢後和彦，「国際金融機関史」，上川孝夫・矢後和彦編『国際金融史』，有斐閣，2007年，
p.334-335
15）Bank for International Settlements Archive 7.15(1), “The Role of Working Party No. 3”, 
9th December 1975
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分野と銀行監督の分野のそれぞれ専門家で構成する常設の委員会，バーゼ
ル銀行監督委員会を設置すること決定し，バーゼル銀行監督委員会の初代
議長にはイングランド銀行のBlundenを任命した。これを受けて，Blunden
議長は，1975年１月にG10諸国にスイスとルクセンブルグを加えた12カ国16）
の中央銀行宛てにテレックスを送り，1975年２月開催の第１回会合を招集
した。
第１回会合の召集に先立って，Blunden議長は，12カ国の中央銀行宛て
のテレックスの中で，G10中央銀行総裁会議から委託されたバーゼル銀行
監督委員会の役割について，「G10中央銀行総裁は，BISで開催した1974年
12月の会議で，BISが準備した各国の規制監督の現状に関する総括レポー
トを踏まえて，銀行の支払能力と流動性を確かなものにするという問題に
ついて議論した。議論の結果，G10中央銀行総裁は，今後とも，この分野
における作業を続け，将来の議論に備えるために，銀行監督と外国為替取
引に関する専門家で構成する新しい委員会を創設することを決定した。新
しく創設される委員会は，BISが準備した各国の規制監督の現状に関する
総括レポートを出発点として，早期警戒システム構築の必要性に特別の関
心を払っていくこととする。また，G10中央銀行総裁は，そうした観点か
ら，規制と同じ程度，銀行監督の質の問題が重要であるとの考えも表明し
た」と説明した17）。
そして，バーゼル銀行監督委員会の具体的な作業として，Blunden議長
は，①各国の規制監督の現状に関する情報交換，②銀行の外国為替ポジシ
ョンの監督に関する各国の実情を踏まえた意見交換，③国際的な早期警戒
システム構築の検討，を掲げた18）。
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16）その後，2001年２月にスペインが加わり，現在は13カ国の中央銀行，銀行監督当局がバー
ゼル銀行監督委員会のメンバーとなっている。
17）Bank for International Settlements Archive 1.13a(3), “Telex from George Blunden to the 
members of the committee on banking supervision”, 9th January 1975, p.2
18）Bank for International Settlements Archive 1.13a(3), “Telex from George Blunden to the 
members of the committee on banking supervision”, 9th January 1975, p.3
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また，G10中央銀行総裁が1974年12月開催の会合の時点では対外発表し
ていなかったので，バーゼル銀行監督委員会第１回会合が開催されたタイ
ミングをとらえて，会合の開催場所であり，事務局機能を担うことになっ
たBISがバーゼル銀行監督委員会の創設について以下のとおり対外発表し
た。
「BISは，G10諸国およびスイスの中央銀行総裁が銀行業務と外国為替取
引の規制監督の分野の専門家から構成される常設委員会を創設したことを
確認した。当委員会は，イングランド銀行のGeorge Blunden氏が初代議長
を務め，各国の金融当局および監督当局の代表者が参加することになる。
当委員会は，G10諸国およびスイスの中央銀行総裁が監視と情報交換を
続ける上で，それを支援することが任務とされている。」19）
第1回会合に出席したメンバーは，中央銀行以外の機関が銀行監督を行
っている国についても，召集されたのはG10中央銀行のスタッフに限られ
たため，①ベルギー国立銀行（Banque Nationale de Belgique），②カナダ
銀行（Bank of Canada），③フランス銀行（Banque de France），④ドイツ・
ブンデスバンク（Deutche Bundesbank），⑤イタリア銀行（Banca d’Italia），
⑥日本銀行，⑦ルクセンブルグ銀行統制委員会20）（Commissaire au Contrôle 
des Banques），⑧オランダ銀行（De Nederlandsche Bank N.V.），⑨スウェ
ーデン・リクス銀行（Sveriges Riksbank），⑩スイス国立銀行（Swiss National 
Bank），⑪イングランド銀行（Bank of England），⑫米国連邦準備制度理事
会（Board of Governors of the Federal Reserve System）の12カ国中央銀行
の代表者であった（英語表記の国名をアルファベット順にリストアップ）。
第１回会合における検討作業のためにバーゼル銀行監督委員会事務局
19）Bank for International Settlements Archive 6.61, “Press Communiqué by Bank for 
International Settlements”, 12th February 1975
20）例外として，ルクセンブルグは，当時，中央銀行が存在しなかったので，中央銀行の代わ
りにルクセンブルグ銀行統制委員会がバーゼル銀行委員会創設当初からメンバーとなった。
21）Bank for International Settlements Archive 1.3a(1), “Institutional structure of bank 
supervision”, 30th May 1975
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（BISスタッフ）によって調査された結果21）によると，表１のとおり，上記
12カ国のうちイタリア，日本，オランダ，スエーデン，英国，米国の６カ
国では中央銀行が銀行監督を行っていたのに対し，ベルギー，カナダ，フ
ランス，ドイツ，スイスの５カ国および中央銀行存在しないルクセンブル
グでは中央銀行以外の機関が銀行監督を行っていた。
なお，ルクセンブルグは，G10財務大臣・中央銀行総裁会議およびG10中
央銀行総裁会議のメンバー国ではなかったが，各国の銀行が税制面の優遇
措置等の理由からルクセンブルグに国外子会社を設立する形態で進出し
て，国際的な取引をルクセンブルグ所在の国外子会社に経理計上すること
が頻繁に行われていたので，ルクセンブルグ銀行統制委員会をバーゼル銀
行監督委員会のメンバーに加えることで，ルクセンブルグに進出した銀行
の活動が銀行監督を免れることを防ぐことを企図したものと解される。
（表１）バーゼル銀行監督委員会創設当時における各国の銀行監督機関
国　　名 監督機関
ベルギー 銀行委員会，ベルギー・ルクセンブルグ為替協会
カナダ 検査長官事務所
フランス 銀行統制委員会
ドイツ 連邦銀行監督事務所
イタリア イタリア銀行
日本 日本銀行，大蔵省
ルクセンブルグ 銀行統制委員会，ベルギー・ルクセンブルグ為替協会
オランダ オランダ銀行
スエーデン 国立検査機関，リクス銀行
スイス 連邦銀行委員会
英国 イングランド銀行
米国 連邦準備制度，OCC，FDIC
表１のとおり，ベルギー，カナダ，フランス，ドイツ，スイスの５カ国
では中央銀行が直接的には銀行監督を行っていなかったにもかかわらず，
中央銀行のスタッフしか出席しなかったが，バーゼル銀行監督委員会の創
設当初の役割が，第１回会合の冒頭でBlunden議長が「当委員会では，メ
ンバー各国の監督手法を統一するというような遠大な試みに取り組むこと
金融システム安定のための国際協力の起源とその後の発展
112
を意図している訳ではない。ある特定の監督手法を各国共通のものとして
採用するよう総裁会議に勧めることもあり得ようが，各国が監督の分野で
お互いの経験を学び合うことを意図している。また，他国の監督手法に関
して疑問や批判があれば，それを率直に表明することも意図している。そ
して，当委員会としては，対外的または国際的な市場に影響を及ぼすよう
な問題に集中して取り組む」22）と表明したように，監督分野の問題のうち
国際的な影響を有する市場の問題に関して情報共有と意見交換を行う機会
の提供であったことを考えると，創設当初の段階では，銀行監督機関が出
席しなくても，バーゼル銀行監督委員会の機能に支障はなかったと解され
る。
このように中央銀行スタッフが監督分野の問題のうち国際的な影響を有
する市場の問題に関して情報共有と意見交換を行うことは，金・外国為替
市場やユーロ・カレンシー市場といった国際的な市場の動向をモニタリン
グしてきたG10中央銀行総裁会議の枠組みが維持されてきたことを前提
に，国際的な市場の安定を維持するという問題意識に基づいて，金融シス
テムの分野でも中央銀行が推進すべき国際協力として位置付けられたこと
になる。
一方，G10諸国に限ってみても，バーゼル銀行監督委員会の創設当時，
各国の銀行監督機関が国際協力を推進するための国際的な組織等の制度的
な枠組みが存在しなかったことから，各国の中央銀行スタッフが監督分野
の問題のうち国際的な影響を有する市場の問題に関して情報共有と意見交
換を行うことについては，他の国際的な組織等からも牽制されなかったと
解される。
１－４．バーゼル銀行監督委員会とBISの関係
22）Bank for International Settlements Archive 1.3a(1), “Informal record of the first meeting of 
the Committee on Banking Regulations and Supervisory Practices held at the BIS on 6th-7th 
February 1975”, 3rd April 1975
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バーゼル銀行監督委員会はG10中央銀行総裁会議によって傘下の専門家
委員会として創設された経緯から考えて，バーゼル銀行監督委員会の事務
局機能をBISが担ったのは，1960年代からG10中央銀行総裁会議の事務局機
能をBISが担っていたことの延長線上に位置付けられる当然の帰結であっ
たが，バーゼル銀行監督委員会が創設された当時に存在した他の国際金融
機関（IMF，IBRD）と対比する中で，国際金融機関の１つとして，BISが
ユーロ・カレンシー市場についてどのような立場をとっていたのか考えて，
バーゼル銀行監督委員会とBISの関係を整理してみる。
まず，バーゼル銀行監督委員会が創設された当時，IMFは，国際通貨制
度の管理運営を担う国際金融機関として，IMF加盟国の外国為替取引の管
理や規制に関する監視を行っており，外貨の流動性不足に陥ったIMF加盟
国に対し，短期的に外貨の流動性供給するという役割を担っていた。それ
はIMF加盟国に対する政府ベースの外貨準備のサポートであり，IMFとし
ては，ユーロ・カレンシー市場をはじめとする国際的な金融市場を通じる
ルートとは異なる政府ベースの資金調達ルートを有しており，ユーロ・カ
レンシー市場をはじめとする国際的な金融市場の動向や国際的な金融市場
で業務を行う個別の民間銀行の経営状態について，BISのように常時モニ
タリングする態勢にはなかった。
また，バーゼル銀行監督委員会が創設された当時，IBRDは，民間ベース
では貸し手がいないような中長期的な大規模開発プロジェクトに政府ベー
スで資金を供給する一方，ユーロ・カレンシー市場をはじめとする国際的
な金融市場で債券を発行して資金を調達していたことから，IBRD自体の資
金調達のためにユーロ・カレンシー市場をはじめとする国際的な金融市場
の動向をモニタリングしていたが，IMFと同様，国際的な金融市場で業務
を行う個別の民間銀行の経営状態については，モニタリングする態勢には
なかった。
これに対し，BISは，各国中央銀行による国際協力をサポートするため
にユーロ・カレンシー市場に関する統計整備をはじめユーロ・カレンシー
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市場の動向を調査していたほか，BIS自体も各国中央銀行から委託された
資金運用業務やスワップ業務を通じてユーロ・カレンシー市場に参加して
いた。このため，ユーロ・カレンシー市場に止まらず，市場参加者である
個別の民間銀行の経営状態も，市場全体の安定性確保，取引相手に関する
リスク管理の観点から，常時モニタリングする態勢にあった。また，BIS
に資本参加している各国中央銀行も，ユーロ・カレンシー市場における国
際的な資金決済が，自国通貨の決済を通じて各国の国内決済システムにリ
ンクしているため，ユーロ・カレンシー市場の動向と共に，自国通貨の決
済システムに参加している個別の民間銀行の経営状態を常時モニタリング
していたという事情も反映していた。
こうしたBISの立場を理解する上では，BIS総支配人R. Larreが1974年６
月28日にベルンで開催された在スイス外国銀行協会会合において行った
スピーチと1975年６月12日にアムステルダムで開催された国際金融会議
において行ったスピーチが注目される。
まず，R. Larreが1974年６月28日にベルンで開催された在スイス外国銀
行協会会合において行ったスピーチは，ヘルシュタット銀行の経営破綻
（1974年６月26日）の直後のタイミングで行われたものであるが，R. Larre
はユーロ・カレンシー市場に内在する危険を認識しつつ，ユーロ・カレン
シー市場の発展を容認するBISの立場について，スピーチの結論として次
のように表明している。
「ユーロ・カレンシー市場の発展は，ユーロ・カレンシー市場自体の重要
性と共に，ユーロ・カレンシー市場に対する各国通貨当局の責任も，併せ
て増大させている。ユーロ・カレンシー市場は，どこにも存在するようで，
どこにも存在しないような市場であるから，各国の管轄権限を明確に区分
することは容易ではない。しかしながら，解決すべき問題は存在するので，
各国中央銀行は自国内で行われる外国為替取引に対し，十分な関心を払い，
場合によっては，これまで自国通貨の取引に維持してきた規範を適用すべ
きである。
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それに関連して，数ヶ月前から続いている（引用者補足：ユーロ・カレ
ンシー市場における）不安は，民間銀行にとって，流動性問題を改善する
ために，満期構成を見直す機会をもたらしている。それと同時に，金融界
は，つい最近まで強く反対してきたが，これからは中央銀行によるユーロ・
カレンシー市場取引に対する介入についても，受け入れるべきであり，む
しろ歓迎すべきである。
危険は現在も残存しており，これからもいつかどこかで生じるかも知れ
ない出来事を過小評価すべきではない。しかしながら，危機が長引くとい
うことは，各国当局が調整を行う際には，むしろ欠点を補うメリットとも
見なされる。ただ，その調整は，市場自体の真剣な支援と誠実な協力なし
では達成しえない。」 23）
また，R. Larreが1975年６月12日にアムステルダムで開催された国際金
融会議において行ったスピーチは，ヘルシュタット銀行の経営破綻から１
年が経過したタイミングであるが，ヘルシュタット銀行の経営破綻以降も
フランクリン・ナショナル銀行が外国為替取引における投機の失敗等から
経営破綻（1974年10月）したのをはじめ，経営破綻には至らなかったもの
の，ドイツのランデスバンクやスイスのスイス・ユニオン銀行も外国為替
取引において多額の損失を計上するといった出来事が続いて起こり，ユー
ロ・カレンシー市場に不安が続いていたことを踏まえて行われたものであ
る。それだけに，中央銀行が外国為替取引に対する監督を強化することに
よってユーロ・カレンシー市場に向けられた批判に応えつつ，ユーロ・カ
レンシー市場の発展を容認するBISの立場を，次のように一層明確に表明
している。
「ユーロ・カレンシー市場の将来を考える上で脅威の１つは，各国政府の
ユーロ・カレンシー市場に対する批判的な姿勢である。米国およびヨーロ
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currency Market: Speech delivered by Monsieur Rene Larre at the luncheon held by the 
Association of Foreign Banks in Switzerland, Berne”, 28th June 1974
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ッパでは，常にユーロ・カレンシー市場を擁護する意見と批判する意見の
間で論争が見られる。ユーロ・カレンシー市場を擁護する意見は，公的な
借り手および民間の借り手が享受している経済的な利点を指摘している。
これに対し，ユーロ・カレンシー市場を批判する意見は，『ユーロ・カレン
シー市場はコントロールが不在ないしは不適切であり，各国の金融引締政
策を逃れる形でインフレ体質を備えている』と危険を強調している。
こうした批判は，以前から西ヨーロッパ諸国や西ヨーロッパ諸国が創設
した国際機関によっても行われてきたが，最近では，IMFや米国連邦準備
制度によっても同じような批判が行われている。
（中略）
しかしながら，ユーロ・カレンシー市場は，広く知られているように，
有用な目的に貢献している。また，制度的な取り決め，投入される資源，
運用ルール等を変えながらも，ユーロ・カレンシー市場は，引き続き発展
していくであろう。
今後については，発展を続けるにせよ，過去数年見られたような急速な
拡大にはならないと考えられる。ただ，こうした私の見解は，O’Brien卿
（引用者補足：イングランド銀行総裁）の見解に比べると少し悲観的かも知
れない。」24）
こうしたユーロ・カレンシー市場の発展を容認するBIS立場に加え，1960
年代以降G10中央銀行総裁会議をサポートするために創設された各国中央
銀行スタッフによる情報や意見の交換を目的とする多くの会議・委員会に
おいて，第２表に整理したように，BISが事務局を引き受けてきた実績の
積み重ねが，バーゼル銀行監督委員会の創設に際してもBISスタッフに事
務局機能を担わせることになったと解される。
特に，G10財務大臣・中央銀行総裁会議の事務局機能をBISスタッフが担
 24）Bank for International Settlements Archive 7.17, “Sketch of Mr. Larre’s presentation Panel 
on THE EURO-CURRENCY MARKET, International Monetary Conference, Amsterdam”, 
June 12, 1975
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う実績を積み重ねる過程で，G10各国の中央銀行に止まらず，G10各国の政
府からも，BISに対しては，①ユーロ・カレンシー市場をはじめとする国
際的な金融市場に関し実務面に詳しい専門知識をBISが備えている，②G10
財務大臣・中央銀行総裁会議とOECD WP3とBISで開催されるG10中央総
裁会議という３つの非公式なネットワークが連携する中で，BISが３つの
非公式なネットワークをつなぐリエゾンとしての役割を果たし得る，との
信頼が寄せられたことも，BISによるバーゼル銀行監督委員会事務局の引
き受けにつながったと解される。
（第２表）BISが1960～70年代に事務局機能を引き受けた会議・委員会
名　　称 創設時期 概　　要
金・外国為替専門家委員会 1962年 金価格の安定のために形成した「金プール」 25）に
参加した中央銀行グループを起源に発足，その後
外国為替市場に関する中央銀行専門家による意見
交換に発展
G10財務大臣・中央銀行総裁会
議
1963年 GAB26）に参加した10ヶ国にスイスを加えたグル
ープを起源に発足，その後国際通貨制度に関する
財務大臣・中央銀行総裁による意見交換に発展
G10中央銀行総裁会議 1964年 G10財務相・中央銀行総裁会議と連携して，国際
通貨情勢に関する中央銀行総裁による意見交換
EEC中央銀行総裁会議 1964年 金融政策に関するEEC中央銀行総裁による意見交
換
コンピュータ専門家委員会 1968年 コンピュータ・セキュリティに関する中央銀行専
門家による情報と意見の交換
ユーロ・カレンシー市場常設委
員会
1971年 ユーロ・カレンシー市場と銀行の国際業務に関す
る統計整備を踏まえた，中央銀行専門家によるマ
クロ金融経済情勢とプルーデンス問題の分析
バーゼル銀行監督委員会 1974年 銀行監督と外国為替市場に関する専門家による情
報と意見の交換
BIS理事会と東欧中央銀行総裁
の合同会議
1976年 国際経済金融情勢に関する中央銀行総裁による意
見交換
中央銀行政策責任者会議 1978年 金融政策を立案し遂行する中央銀行役員クラスに
よる情報と意見の交換
金融システム安定のための国際協力の起源とその後の発展
25）1961年11月に，ベルギー，フランス，ドイツ，イタリア，オランダ，スイス，英国，米国
８カ国の中央銀行が，金の価格安定のために国際的な協調として金市場に介入するために締
結した協定であったが，1968年３月に終了した。
26）GAB（General Arrangements to Borrow）は，IMFの資金が不足した時にIMFに資金を供
与することができるよう約束する取り決めであり，1962年10月にIMFとベルギー，カナダ，
フランス，ドイツ，イタリア，日本，オランダ，スエーデン，英国，米国の10カ国との間
で締結され，その後1964年にIMFとスイスと間でも締結された。
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BISは，バーゼル銀行監督委員会事務局を引き受けると，BISの金融経済
局（Monetary and Economic Department）のスタッフ２名27）をバーゼル銀
行監督委員会事務局スタッフに任命した。バーゼル銀行監督委員会事務局
スタッフは，Blunden議長を補佐して，①会合に先立って事前に議題を作
成し，バーゼル銀行監督委員会メンバー各国の了解を取り付ける，②バー
ゼル銀行監督委員会メンバー各国から事前に情報を収集し，収集した情報
を取りまとめた結果を会合開催前に配布する，③会合終了後は，議事録を
作成すると共に，議論の結果合意した内容をドラフトの形でまとめて，次
回会合に先立ってーゼル銀行監督委員会メンバー各国に配布し，コメント
を求める，④次回会合までにコメントを反映した修正ドラフトを作成して，
次回会合に提出する，という機能を果たすことになった28）。
また，BISは，BISの総合事務局（General Secretariat）が，会議室や同
時通訳29）の確保をはじめ，バーゼル銀行監督委員会の会合に出席するメン
バーのためのホテルやフライトの予約や変更を含め，バーゼル銀行監督委
員会の会合のために必要な各種ファシリティを提供した。
さらに，BISは，バーゼル銀行監督委員会の事務局機能をBIS自体の業務
と独立して果たすために，組織管理上は金融経済局に属するバーゼル銀行
監督委員会事務局スタッフのレポーティング・ラインを金融経済局長では
なく，バーゼル銀行監督委員会議長とした。
27）1975年２月６，７日の第１回会合開催時には，M.G. Dealtry，H.W. Mayerの２名がバー
ゼル銀行監督委員会事務局スタッフに任命された。
28）バーゼル銀行監督委員会の作成する文書は，初代議長Blundenの下，英語で作成され，フ
ランス語，ドイツ語に翻訳され，その後もそれが慣行になった。また，バーゼル銀行監督委
員会メンバーによって英語以外の言語で作成して提出された文書もBISによって英語に翻訳
されることが慣行となった。
29）当初からBISの公用語である英語，フランス語，ドイツ語，イタリア語の同時通訳がBISに
よって提供され，その後日本語の同時通訳の提供も追加され，現在に至っている。
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２．「バーゼル・コンコルダット」採択を巡る動き
バーゼル銀行監督委員会は，1975年２月に第１回会合を開催して，国際
的な早期警戒システム（early warning systems）を構築することを最優先
の検討課題とし，その後，1975年４月の第２回会合，1975年６月の第３回
会合で議論を重ね，1975年９月の第４回会合で国際的な早期警戒システム
を構築するためのガイドラインとして「バーゼル・コンコルダット」の案
を作成し，G10中央銀行総裁会議に提出した。G10中央銀行総裁会議は，
1975年10，11月の会合における議論を経て，1975年12月の会合で「バーゼ
ル・コンコルダット」を採択した。バーゼル銀行監督委員会は，採択と同
時に，G10中央銀行総裁会議の要請を受けて，G10諸国以外の世界各国の中
央銀行総裁にもBlunden議長名で「バーゼル・コンコルダット」を送付し
た30）。
２－１．ヘルシュタット銀行の経営破綻のインプリケーション
ヘルシュタット銀行の経営破綻に関しては，ヘルシュタット銀行の経営
破綻の原因から導かれるインプリケーションとして，①銀行の支払能力と
流動性の維持に関する各国の実効的な銀行監督が重要であることが再認識
されたこと，②銀行の外国為替取引の実態を調査して外国為替取引に関す
る各国の規制監督の現状について相互に理解することが必要であることが
認識されたこと，が挙げられる。また，ヘルシュタット銀行の経営破綻の
影響から導かれるインプリケーションとして，③ユーロ・カレンシー市場
をはじめ国境を越えた資金取引等国際的な業務を営む銀行の経営破綻の影
響が国際的に波及する事態を踏まえて，国際協力を推進することが望まれ
たことが挙げられる。
金融システム安定のための国際協力の起源とその後の発展
30）Bank for International Settlements Archive 1.3a(3), “Letters from George Blunden to the 
central-bank Governors of non-G10 countries”, December 22nd, 1975”
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第１に，銀行の支払能力と流動性の維持に関する各国の実効的な銀行監
督の重要性に関する再認識については，1973年末から1974年夏にかけて，
①金利の急上昇に伴う収益悪化とそれに伴う経営不安に端を発する資金流
出，②外国為替相場の急激な変動に伴う為替差損の発生，③銀行の不正な
資金操作や経理により隠蔽していた経営実態の露見から，ヘルシュタット
銀行の経営破綻に止まらず31），フランクリン・ナショナル銀行の経営破 
綻32）をはじめ，各国で銀行の経営破綻や経営悪化が相次いだことを踏まえ
たものであり，1975年２月の第１回会合から各国における銀行の規制監督
に関する現状報告（Existing supervisory regulations and practices）が情報
交換の形で議論が開始された。その成果の１つとして，”Institutional 
structure of bank supervision”と題するペーパーを作成して，メンバー各
国の銀行監督の制度的な構造について情報を共有した33）。
もっとも，銀行の支払能力と流動性の維持に関する各国の実効的な銀行
監督を巡っては，第１回会合の冒頭でBlunden議長が表明したように，バ
ーゼル銀行監督委員会の創設当初は，現行の自己資本比率規制のようにメ
ンバー各国の監督手法を統一することを目的としていた訳ではなく，メン
バー各国が監督の分野で他国の経験を学び合い，他国の監督手法に関して
疑問や批判があれば，表明し合う機会を提供することを目的としていたこ
とから，「バーゼル・コンコルダット」のようなガイドラインの作成につな
がらなかった。
第２に，銀行の外国為替取引の実態調査と外国為替取引に関する各国の
31）ドイツでは，1974年6月のヘルシュタット銀行の経営破綻に続いて，1974年8月には，バ
ス・ウント・ヘルツ銀行，ヴォルフ銀行，フランクフルター・ハンデルス銀行の経営破綻が
表面化した。
32）米国のフランクリン・ナショナル銀行は，1974年５月，外国為替取引における損失計上等
に伴う業績悪化のため次期配当を取り止めることを決定，1974年10月には債務超過である
ことが明らかになり，ヨーロピアン・アメリカン銀行に買収される形で破綻処理されること
が決まった。
33）Bank for International Settlements Archive 1.3a(3), Committee on Banking Regulations and 
Supervisory Practices, “Institutional structure of bank supervision”, March 1975
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規制監督の現状に関する相互理解については，ヘルシュタット銀行やフラ
ンクリン・ナショナル銀行の経営破綻の原因が外国為替相場の急激な変動
に伴う為替差損の発生によるものであったことから，第１回会合に先立っ
てメンバー各国に対し，①外国建て資産負債に関する当局宛て報告体制，
②外国為替先物契約に関する当局宛て報告体制，③外貨建て資産負債およ
び外国為替先物契約の満期構成に関する当局宛て報告体制について調査を
依頼した。
調査結果によると，第１の外国建て資産負債に関する当局宛て報告体制
については，①報告様式が，メンバー各国間で多様であること，②報告項
目数も，メンバー各国の間で40項目以下から150項目以上とばらつきが大
きいこと，等から比較が困難なことが判明した34）。
第２の外国為替先物契約に関する当局宛て報告体制についても，①米ド
ル，英ポンドは全メンバー国で報告対象になっているが，その他の通貨は
報告対象となっていない国があること，②報告頻度が，メンバー各国の間
で日次，週次，月次，四半期とまちまちであること，等から比較が困難な
ことが判明した35）。
第３の外貨建て資産負債および外国為替先物契約の満期構成に関する当
局宛て報告体制については，①メンバー12カ国のうちベルギー，ドイツ，
ルクセンブルグ，英国，米国の５カ国しか外貨建て資産負債の満期構成に
関する当局宛て報告を求めていないこと36），②外貨建て資産負債の満期構
成に関する当局宛て報告を求めている５カ国の間にも，報告対象とする通
貨の種類や満期構成の区分にばらつきがあること，③外国為替先物契約の
満期構成に関する当局宛て報告に関しては，ベルギー，ドイツ，ルクセン
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34）Bank for International Settlements Archive 1.3a(3), Committee on Banking Regulations and 
Supervisory Practices, “FOREIGN CURRENCY REPORTING SYSTEMS OF VARIOUS 
COUNTRIS”, March 1975
35）Bank for International Settlements Archive 1.3a(3), Committee on Banking Regulations and 
Supervisory Practices, “VARIOUS COUNTRIS’ REPORTING OF FORWARD EXCHANGE”, 
March 1975
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ブルグ，米国の４カ国しか求めていないことが報告され，監督規制の前提
となる報告体制が十分には整備されていない国が多数存在することが判明
した37）。 
もっとも，銀行の外国為替取引に関する規制監督の問題も，銀行の支払
能力と流動性の維持に関する実効的な銀行監督の問題と同様，メンバー各
国の規制監督手法を統一することを目的としている訳ではなく，メンバー
各国の現状に関する相互理解を図ることを目的としたため，外貨建て資産
負債および外国為替先物契約の満期構成に関する当局宛て報告様式を統一
することは目指さず，調査結果をメンバー各国で情報共有することに止め
た。
第３に，国際的な業務を営む銀行の経営破綻の影響が国際的に波及する
事態を踏まえた国際協力の推進については，バーゼル銀行監督委員会では，
国際的な早期警戒システムを構築することが検討され，これが「バーゼル・
コンコルダット」の採択につながっていく。
しかしながら，ヘルシュタット銀行の経営破綻の場合，ヘルシュタット
銀行は米国に店舗を開設する形で国外進出しておらず，ニューヨークにお
ける米ドル決済もチェース・マンハッタン銀行（現在のJ Pモルガン・チェ
ース銀行）とコルレス契約を結んで行っていたことから，親銀行所在の母
国監督当局と当該銀行が国外に進出した受入国監督当局の間で銀行監督上
36）外貨建て資産負債および外国為替先物契約の満期構成に関する当局宛て報告様式をみると，
ベルギー，ドイツ，ルクセンブルグ，英国，米国の５カ国では，「超短期（１か月以下）」，
「短期（１カ月～３カ月，３カ月～６カ月，６カ月～１年）」，「長期（１年～２年，２年超，
または１年～３年，３年～５年，５年超）」と満期構成を細分化しており，満期構成のギャ
ップから流動性リスクや価格変動リスクを分析することが可能であった。これに対し，他の
７カ国では，「短期（１年以下）」と「長期（１年超）」にしか満期構成を区分していなかっ
たので，満期構成のギャップから流動性リスクや価格変動リスクを分析するには不十分であ
った。
37）Bank for International Settlements Archive 1.3a(3), Committee on Banking Regulations and 
Supervisory Practices, “COMPARSION OF VARIOUS COUNTRIS’ MATURITY ANALYSIS 
OF FOREIGN CURRENCY ASSETS, LIABILITIES ANS FORWARD EXCHANGE”, March 
1975
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の責任を分担するという問題を喚起するような事例ではなかった。
従って，ヘルシュタット銀行の経営破綻は，あくまでドイツ国内におけ
る銀行監督の問題であり，「バーゼル・コンコルダット」が目指した国外に
進出した銀行の活動が監督を免れることを防ぐために各国の監督当局が国
際的に協力することに直接的には結び付かない事例であったが，ドイツの
監督当局がヘルシュタット銀行の経営破綻の影響が国外に及ぶことを十分
考慮しないで業務停止と清算を命じたことを踏まえて，銀行監督当局の間
で，国外に影響が及ぶような事態が生じる場合は各国が事前に連絡を取り
合うことが重要であることを認識する契機となったと解される。
ドイツの監督当局が，ヘルシュタット銀行の経営破綻の影響が国外に及
ぶことを十分考慮しないで業務停止と清算を命じたにもかかわらず，ヘル
シュタット銀行の外国為替取引に伴うニューヨークにおける米ドル決済を
肩代わりにしなかったことに対する批判に対し，バーゼル銀行監督委員会
の席上，ドイツのブンデスバンクは次のように反論している。
「ヘルシュタット銀行の清算については，不手際があり，そのために必要
以上の損失をもたらしたとの批判が折にふれて行われてきた。また，フラ
ンクリン・ナショナル銀行の経営破綻に際してニューヨーク連邦準備銀行
が行ったように，ブンデスバンクも，ヘルシュタット銀行の契約不履行の
責任を引き受けて，すべての先物契約を引き継いで履行すべきであるとの
要求が行われることも稀ではない。
しかしながら，フランクリン・ナショナル銀行の経営破綻のケースとヘ
ルシュタット銀行の経営破綻のケースは類似性が非常に希薄である。
まず，フランクリン・ナショナル銀行の経営破綻のケースについてみる
と，1974年5月に外国為替取引における損失が明らかになった時点では通
貨監督官はフランクリン・ナショナル銀行について『支払能力がある』と
明言した。（中略）そして，1974年10月になってようやく，ヨーロピアン・
アメリカン信託銀行による引き受けとの関連で，フランクリン・ナショナ
ル銀行の経営陣の望みに反して『支払能力がない』と宣言された。こうし
金融システム安定のための国際協力の起源とその後の発展
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た経緯を踏まえて，ニューヨーク連邦準備銀行もフランクリン・ナショナ
ル銀行のために借り換えに応じることができたのである。
（中略）
これに対し，ヘルシュタット銀行の経営破綻のケースについてみると，
ヘルシュタット銀行を救済しようとする試みが失敗した後，間をおかない
で銀行免許を取り消して資産を凍結した。その時点では，実態を全て把握
することは不可能であり，どの程度の規模でヘルシュタット銀行が外国為
替先物契約を締結しており，そのうちどれだけが真正のものであり，また，
そのうちどれだけが虚偽のものであるかも分からなかった。最初の調査で
判明したことは，多額のオープン・ポジションを抱え，無理な満期構成の
状態にあり，明らかに操作したレートも存在したことであった。ドイツに
おいては，外国為替先物取引を履行する責任を引き継ぐ受託者を保証する
組織は過去も現在も存在しない。」38）
２－２．イスラエル・ブリティッシュ銀行の経営破綻のインプリケーション
ヘルシュタット銀行が経営破綻した直後の1974年７月に，テル・アヴィ
ヴ所在のイスラエル・ブリティッシュ銀行（以下，「IBBTA」と略す）が
経営破綻し，ロンドンに設立したIBBTAの100％出資の子会社であるイス
ラエル・ブリティッシュ銀行ロンドン（以下，「IBBL」と略す）も連鎖的
に経営破綻した。
IBBTAとIBBLの経営破綻の背景については，IBBTAの監督をしていた
イスラエル銀行39）の説明によると，直接的には1974年６月のヘルシュタッ
ト銀行の経営破綻の影響によってユーロ・カレンシー市場が混乱する中で
 38）Bank for International Settlements Archive 1.3a(3), Siegfried Bürger and Alwin Kloft, 
“Report on the liquidation of outstanding forward foreign exchange contracts after the 
collapse of the Herstatt Bank”, 25th June 1976
39）イスラエル銀行は，イスラエルの中央銀行であり，IBBTAが経営破綻した当時，銀行監督
も実施していた。また，イスラエル銀行は，IBBTAから経営破綻直前に資金繰り難を理由
に支援融資を求められたが，債務超過に陥っている財務の実態と不正融資の事実を突き止め
たため，IBBTAから求められていた支援融資を断った。
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IBBTAがユーロ・カレンシー市場での資金調達ができなくなった結果資金
繰り難に陥ったが，IBBTAが融資面で多額の不良債権を抱え，外国為替取
引においても損失を計上して債務超過に陥っていた。この事実が，IBBTA
がイスラエル銀行に救済融資を求めてきた段階の調査で判明したため，イ
スラエル銀行としても，IBBTAを救済ができないと判断して清算手続きを
開始した。また，その直後にIBBLも，資金繰り難に陥り，債務不履行に至
ったため，イングランド銀行もIBBLの清算手続きを開始した40）。
IBBTAとIBBLは，イスラエル人実業家によって設立・経営されていた多
国籍複合企業グループ（以下，「イスラエル・ブリティシュ銀行グループ」
と称す）の銀行部門であり，グループ内企業向けに大口融資を行っていた
が，イスラエル銀行からIBBTAの融資がグループ内企業向けに集中してい
ることを問題視され，IBBTAはグループ内企業向け融資を制限されてい
た。これに対し，IBBTAは，イスラエル銀行から課せられたグループ内企
業向け融資に対する制限を免れるために，スイスの銀行に預金を行い，そ
の預金を担保にIBBLとリヒテンシュタインに設立したグループ内企業が
スイスの銀行から信用供与を受ける形で，他のグループ内企業向け融資を
続けられるようにした41）。また，IBBTAと並んでグループ内企業向け融資
を行っていたIBBLがユーロ・カレンシー市場において資金を調達する際，
IBBTAが債務保証を行っていたが，IBBTAによる債務保証は，IBBTAの取
締役会決議を経ておらず，イスラエルの為替管理法上の許可も得ていなか
ったことから，法的に無効かつ不正な行為であった。そして，グループ内
企業向け融資が不良債権化した時点で，親銀行であるIBBTA，その子会社
であるIBBLとも，債務超過に陥り，経営破綻した。
親銀行であるIBBTAは，イスラエル銀行によって，その英国子会社であ
金融システム安定のための国際協力の起源とその後の発展
40）Bank for International Settlements Archive 1.3a(3), Meir Heth, “The Failure of Israel-
British Bank, Tel-Aviv and Israel-British Bank (London): Some Preliminary Conclusions”, 
August 1975
41）Heller, R. and Willatt, N., “The Israeli Capers”, Can You Trust Your Bank?”, Weidenfeld 
and Nicolson, London, 1977, p.254-260
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るIBBLは，イングランド銀行によって，それぞれ監督されていたが，イス
ラエル銀行は，英国子会社であるIBBLの経営実態が，イングランド銀行
は，親銀行であるIBBTAの経営実態がそれぞれ分からなかったため，イス
ラエル・ブリティシュ銀行グループ全体の経営実態はいずれの国の監督当
局からも把握されていなかったことになる。
また，イスラエル銀行，イングランド銀行とも，監査人による銀行監査
報告に基づいて銀行監督を行っていたが，監査人による銀行監査報告にお
いてIBBTAによるIBBLに対する不正な債務保証の事実が見落とされてい
たため，イスラエル銀行，イングランド銀行とも，イスラエル・ブリティ
シュ銀行グループが経営破綻するまでその事実を知らなかった。また，
IBBTAとIBBLの間で繰り返し行われていた資金操作も監査人による銀行
監査報告において把握されていなかった。
このため，イスラエル・ブリティシュ銀行グループが経営破綻した直後
から，英国の経済誌The Bankerは“Israeli-British Bank: Who’s responsible?”
と題する論説を掲載して，「国際金融における最近の危機にいて，最も微妙
な問題の１つが持ち上がっている。それは，ある国の銀行の国外業務には
誰が責任を負うかという問題である。すなわち，親銀行が所在する国の金
融当局なのか。あるいは，国外の支店または事務所を受け入れた国の金融
当局なのか。」と問題提起した上で，通説（the usual view）として「親銀
行が所在する国の金融当局が責任を負う」というイングランド銀行の主張
に近い見解を示しながら，イスラエル銀行が「IBBLに対しては，イングラ
ンド銀行が完全に監督権限を有していた」と主張する反論も報じた42）。
従って，イスラエル・ブリティシュ銀行グループの経営破綻は，親銀行
所在の母国監督当局と当該銀行が国外に進出した受入国監督当局の間で明
確にすべき銀行監督上の責任分担の問題を提起し，「バーゼル・コンコルダ
ット」が目指した国外に進出した銀行の活動が監督を免れることを防ぐた
42）NOTEBOOK INTERNATIONAL, “Israeli-British Bank: Who’s responsible ?”, The Banker, 
August 1974, p.857
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めに各国の監督当局が国際的に協力することに直接結び付く事例であっ
た。このため，バーゼル銀行監督委員会は，1975年９月に開催した第４回
会合にイスラエル銀行のスタッフを招いて，イスラエル・ブリティシュ銀
行グループの経営破綻のインプリケーションについて議論して，議論の結
果得られた教訓を「バーゼル・コンコルダット」の内容に盛り込んだ。
また，銀行監査報告の問題に関して，会計基準が各国で不統一であり，
連結も不十分であることが，国外に進出した銀行の監督を困難にしている
ことが明らかになったことから，銀行監督の分野に止まらず，銀行監査の
分野においても，国際的に協力することが必要であると認識され，バーゼ
ル銀行監督委員会は，「バーゼル・コンコルダット」を採択した後，1975
年12月に開催した第５回会合以降，銀行監査において採用する会計基準の
改善に向けて国際的に協力するための具体的な検討作業に着手した43）。
さらに，イスラエル・ブリティシュ銀行グループのような多国籍複合企
業グループにおける銀行とグループ内企業向け融資の問題に関して，バー
ゼル銀行監督委員会は，1975年９月に開催した第４回会合において，銀行
融資のリスク集中の問題と同様，重要な検討課題と認識した44）が，その後
具体的な作業は進展しなかった。
２－３．「バーゼル・コンコルダット」の概要
「バーゼル・コンコルダット」は，バーゼル銀行監督委員会の最初の成果
であり，国外に進出した銀行の活動が監督を免れることを防ぐために各国
の監督当局が協力するためのガイドラインであった。具体的には，親銀行
所在の母国監督当局と当該銀行が国外に進出した受入国監督当局の間で銀
金融システム安定のための国際協力の起源とその後の発展
43）Bank for International Settlements Archive 1.3a(3), Committee on Banking Regulations and 
Supervisory Practices, “Informal record of the fifth meeting held at the BIS on 11th-12th 
December 1975”, 11th February 1976
44）Bank for International Settlements Archive 1.3a(3), Committee on Banking Regulations and 
Supervisory Practices, “Informal record of the fourth meeting held at the BIS on 25th-26th 
September 1975”, 3rd November 1975
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行監督上の責任分担を明確にした上で，銀行監督上の隙間できないよう母
国監督当局と受入国監督当局の間で情報交換等を通じて相互に協力するこ
とを促すものであった。
まず，母国監督当局と受入国監督当局の両者の銀行監督上の責任につい
ては，第３表にまとめたように，①支払能力，②流動性，③外国為替ポジ
ションという監督する際の３つの分野について，①国外支店，②国外子会
社，③国外合弁会社という国外に進出する際の３つの形態それぞれに分け
て，責任の分担を明確にした45）。
また，母国監督当局と受入国監督当局の間の相互協力については，①母
国監督当局と受入国監督当局の間の直接的な情報交換，②親銀行所在の母
国監督当局による国外支店，国外子会社，国外合弁会社（以下，「国外進出
拠点」と略す）に対する直接的な立ち入り検査の実施，③受入国監督当局
を通じた親銀行所在の母国監督当局による国外進出拠点に対する間接的な
立ち入り検査の実施，の３つのアプローチが挙げられていた46）。
第１に，母国監督当局と受入国監督当局の間の直接的な情報交換につい
（第３表）母国監督当局と受入国監督当局の間における監督責任の分担
国外支店 国外子会社 国外合弁会社
支払能力 ◦監督責任は母国監督当
局が負う。
◦主たる監督責任は受入国監督当局が負う。
◦もっとも，母国監督当局は，親銀行が道義的責任
を負うことを考慮する必要がある。
流動性 ◦主たる監督責任は受入
国監督当局が負うが，
母国監督当局も国外支
店との本支店間資金取
引等に関し監督責任を
負う。
◦主たる監督責任は受入国監督当局が負うが，母国
監督当局も国外子会社・国外合弁会社との間の流
動性に関するスタンド・バイ・クレジット等に関
し監督責任を負う。
◦また，母国監督当局は，親銀行が道義的責任を負
うことも考慮する必要がある。
外国為替ポジ
ション
◦主たる監督責任は受入国監督当局が負う。
◦ただし，母国監督当局も，支払能力，流動性に関連して，責任分担を考慮す
る必要がある。
45）Basel Committee on Banking Supervision, ”Report to the Governors on the supervision of 
banks' foreign establishments: Concordat,” September 1975, p.3-4
46）Basel Committee on Banking Supervision, ”Report to the Governors on the supervision of 
banks' foreign establishments: Concordat”, September 1975, p.4-5
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ては，①受入国監督当局が国外進出拠点に対し規制監督上の何らか要件を
免除しているケース，②受入国監督当局による国外進出拠点に対する規制
監督が母国監督当局による親銀行に対する規制監督に比べ緩やかなものと
なっているケース，③親銀行が国外進出拠点に対し債務保証等のコミット
メントを行っているケースを想定して，母国監督当局が国外進出拠点から
受入国監督当局に提出された報告書のコピーを入手することが望ましいと
された。また，母国監督当局が報告書のコピーを入手するルートとしては，
①国外進出拠点の親銀行から入手する，②受入国監督当局から入手する，
という２つのルートが想定された。
ただ，母国監督当局と受入国監督当局の間の直接的な情報交換について
は，国によっては銀行業務に関する守秘義務を定める法律の存在が障害に
なることが想定されたことから，バーゼル銀行監督委員会としては，交換
される情報の利用目的が，個別顧客に係るものではなく，銀行監督に係る
ものに限定されることを理由に，銀行業務に関する守秘義務を定める法律
が弾力的に運用されるよう要望した。
第２に，親銀行所在の母国監督当局による国外進出拠点に対する直接的
な立ち入り検査の実施については，支払能力の監督分野を中心に有効性が
強調された。また，親銀行所在の母国監督当局による国外進出拠点に対す
る直接的な立ち入り検査の実施に際しては，相互に実施する合意に基づく
公式なベースとそうした合意に基づかない非公式なベースが想定される
が，相互に実施する合意に基づく公式なベースの方が望ましいとの考えを
表明した。
第３に，受入国監督当局を通じた親銀行所在の母国監督当局による国外
進出拠点に対する間接的な立ち入り検査の実施については，受入国監督当
局が親銀行所在の母国監督当局による国外進出拠点に対する直接的な立ち
入り検査の実施を認めない場合，受入国監督当局は，その代替策として，
親銀行所在の母国監督当局の要請に応じて国外進出拠点に対する立ち入り
検査を実施して，その検査結果を親銀行所在の母国監督当局に伝達するべ
金融システム安定のための国際協力の起源とその後の発展
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きであるとの考えを表明した。
さらに，国外進出拠点に関する情報交換，国外進出拠点に対する立ち入
り検査の実施とも，国外子会社，国外合弁会社に比べて，相対的に法律面
の制約が少ない国外支店から始めることを勧告した。
２－４． 「バーゼル・コンコルダット」採択に至る検討過程における主要
論点
「バーゼル・コンコルダット」は，G10中央銀行総裁会議が国際的な早期
警戒システムの検討を最優先するよう指示されたことを受けて，バーゼル
銀行監督委員会が取り組んだ課題であり，その成果として国外に進出した
銀行の活動が監督を免れることを防ぐために各国の監督当局が協力するた
めのガイドラインの形で採択されたものであったが，当初バーゼル銀行監
督委員会が取り組みを開始した段階では，新たな報告体制を構築し，包括
的に国際的な銀行活動をモニタリングして潜在的な危険なポイントを見つ
けて，早期警戒を促す国際的な組織を創設することも検討された。
しかしながら，こうした早期警戒を促す国際的な組織を創設することは，
①各国において既に存在する国内ベースの早期警戒システムの枠組みと重
複する，②各国で法整備が必要となる，③各国の銀行・政治制度が異なる
下では，運用面でも連携する際に困難を伴う，という理由から実現可能性
が乏しいとの結論に至り，各国において既に存在する国内ベースの早期警
戒システムを活用して各国が協力することを前提に検討作業が進められた
経緯がある47）48）。
47）Bank for International Settlements Archive 1.3a(3), Committee on Banking Regulations and 
Supervisory Practices, “Discussion Draft: Preliminary Report to the Governors by the 
Committee on Banking Regulations and Supervisory Practices on International Early-warning 
Systems”, April 1975
48）Bank for International Settlements Archive 1.3a(3), Committee on Banking Regulations and 
Supervisory Practices, “Preliminary Report to the Governors of the Group of Ten countries 
and Switzerland by the Chairman of the Committee on Banking Regulations and Supervisory 
Practices on International Early-warning Systems”, June 1975
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また，バーゼル銀行監督委員会は，各国において既に存在する国内ベー
スの早期警戒システムを活用しながら国際的な早期警戒システムを機能さ
せることを目指す際の基本的な考え方として，①メンバー各国の国内ベー
スの早期警戒システムに関する経験に踏まえ，その成功事例等を通じて相
互に学習すること，②国際的に活動する銀行の国外進出拠点に対して，い
かなる形態であろうとも，監督を免れることがないように協力するという
原則を確立すること，③国際的に活動する銀行の国外進出拠点の監督に関
して，母国監督当局と受入国監督当局の責任分担を明確にすること，④バ
ーゼル銀行監督委員会に出席するメンバーを通じて各国の間で国際的に活
動する銀行に関する機密情報を提供し合えるような相互信頼関係を構築・
維持すること，という４つの考えを採用した。
このうち②，③の考え方は「バーゼル・コンコルダット」に盛り込まれ，
①の考え方は，バーゼル銀行監督委員会が毎回開催する会合に議題として
取り上げられることになったほか，④の考え方は，バーゼル銀行監督委員
会に出席する各メンバーの間で緊密な連絡網を構築する形で具体化した49）。
しかしながら，各国において既に存在する国内ベースの早期警戒システ
ムを活用しながら国際的な早期警戒システムを機能させることを前提にし
た上記の基本的な考え方についても，第４表のとおり，メンバー各国の間
に主張の違いが見られたため，「バーゼル・コンコルダット」に盛り込まれ
た②，③の考え方に関しては抽象的な原則論に止まり，具体的な監督責任
の分担を通じた監督面の協力体制の構築には至らなかった。
特に，ドイツやスイスのように銀行業務に関する守秘義務を定めた国内
法によって，自国への進出を受け入れた銀行に関して母国監督当局に対す
金融システム安定のための国際協力の起源とその後の発展
49）バーゼル銀行監督委員会では，バーゼル銀行監督委員会の会合に出席するメンバーの間に
相互理解と信頼関係を構築するために，同じメンバーが会合に継続的に出席するという意味
でメンバーシップの連続性（continuity of membership）を重視した。また，バーゼル銀行
監督委員会事務局は，会合に出席するメンバーの名前，住所，電話番号を記載したリストを
作成・配布して，常に当該メンバー間で緊密に情報提供や連絡ができるように支援した。
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る情報提供を禁止されている国については，「バーゼル・コンコルダット」
が有効に機能する上で厳しい制約が存在した。また，他の10カ国について
も，オランダ，英国，米国を除く７カ国には，「バーゼル・コンコルダッ
ト」が有効に機能する上で，何らかの留保条件が存在した。
２－５．「バーゼル・コンコルダット」の実施と残された課題
「バーゼル・コンコルダット」は，1975年12月のG10中央銀行総裁会議で
採択されると同時，G10諸国以外の世界各国の中央銀行総裁にも送付され
た。
バーゼル銀行監督委員会のBlunden議長は，G10諸国以外の世界各国の中
（第４表）「バーゼル・コンコルダット」採択に至る検討過程における各国主張
母国監督当局と受入国監督当局の間
の直接的な情報交換50）
母国監督当局による直接的な立ち
入り検査
ベルギー 相互主義で非公式ベースであれば認め
る。
公式には認めないが，支店形態に限
って非公式に認める。
カナダ 外国銀行の支店開設を認めていないので，該当しない。
フランス 態度保留。 支店形態に限って認める。
ドイツ 法的に認められない。 相互主義で認める。
イタリア 非公式かつ極秘ベースで認める。 支店形態であれば，相互主義で認め
る。
日本 日本銀行としては非公式ベースで認め
るが，大蔵省の方針は不明である51）。
日本銀行としては認めるが，大蔵省
の方針は不明である。
ルクセンブルグ 極秘ベースで認める。 認めないが，支店形態に限って今後
認める可能性がある。
オランダ 認める。 認める。
スエーデン 外国銀行の支店開設を認めていないので，該当しない。
スイス 法的に認められない。 法的に認められない。
英国 認める。 認める。
米国 認める。 認める。
50）受入国監督当局を通じた母国監督当局による間接的な立ち入り検査も，検査結果を受入国
監督が母国監督当局に提供することになるので，母国監督当局と受入国監督当局の間の直接
的な情報交換の可否と同様の主張となる。
51）日本の場合，日本銀行が考査を実施する一方，大蔵省（当時）が検査を実施していたが，
バーゼル銀行監督委員会の創設当初は，日本銀行しかバーゼル銀行監督委員会の会合に出席
していなかったため，大蔵省の主張は直接的には反映されなかった。
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央銀行総裁に「バーゼル・コンコルダット」を送付する際，次のように送
付の趣旨を説明して，G10諸国以外の世界各国にも銀行監督の国際協力に
関する理解と協力を求めるほか，「バーゼル・コンコルダット」の内容に関
するコメントや提案を歓迎する共に，希望があれば今後ともバーゼル銀行
監督委員会が作成するペーパーを送りたいとの意向を伝えた。
「G10中央銀行総裁と当委員会のメンバーは国際的な銀行業務の重要な
部分がG10諸国以外で行われていることを熟知している。そのため，当委
員会は，G10中央銀行総裁会議に対する報告書52）の２ページ目にも書いて
いるように，当委員会で合意した国際協力に関するガイドラインを，国際
的な銀行業務において重要な役割を果たしているG10諸国以外の国々にも
伝えて，協力を得たいと望み，本報告書を送付している」53）
これに対し，EC加盟国をはじめ，オフショア金融センターを含むG10諸
国以外の多くの中央銀行から「バーゼル・コンコルダット」の実施に協力
する旨の回答が寄せられた54）。特に，EC委員会は，EC共通の銀行監督に関
するルール作りにバーゼル銀行監督委員会の成果を利用する方針もあっ
て，EC域内各各国の銀行業務に関する国内法の改正を含めて，EC域内に
おける「バーゼル・コンコルダット」の完全実施を目指していた。
EC委員会の当時の状況について，E. P. M. GardenerとP. Molyneuxによ
ると，EC委員会は，単一の金融市場を実現する際の規制監督上のルール
（The First Banking Coordination Directive）として，バーゼル・コンコル
ダットの原則に準拠する形で，「母国監督当局による管理と相互承認」の原
則を打ち出していたが，「母国監督当局による管理と相互承認」の原則で
金融システム安定のための国際協力の起源とその後の発展
52）Blunden議長が送付に際して書いたカバーレターの中では，「銀行の国外進出拠点の監督に
関する総裁に対する報告書」とも呼ばれているが，「バーゼル・コンコルダット」を指す。
53）Bank for International Settlements Archive 1.3a(3), “Letter from George Blunden to the 
Governors of non-G-10 Central Banks”, 22nd December 1975
54）Bank for International Settlements Archive 1.3a(3), “Report to the Governors on the 
supervision of banks’ foreign establishments: extracts from the replies received from non-
Group of Ten central banks and supervisory authorities to whom the report was sent”, March 
1976
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は，国境を越えて業務を行う銀行に対する監督責任はその銀行の本部が所
在する母国監督当局にあるとされ，バーゼル・コンコルダットに比べると，
母国監督当局の監督責任に重点が置かれていた55）。ただ，その前提として，
母国監督当局と進出先の受入国監督当局が監督システムの面で同等である
ことを相互に承認することが条件とされていたことは，単一の金融市場実
現を目指していたEC加盟国の特有の事情として存在した。
しかしながら，G10諸国以外の各国の中にも，国内法が銀行業務に関す
る守秘義務を規定していることを理由に，オーストリアのように自国への
進出を受け入れた銀行に関する母国監督当局に対する情報提供を禁止され
（第５表）G10各国の国内ベースの早期警戒システム
ベルギー ◦月１回以上の銀行訪問を通じて，銀行の内部統制等の状況を調査する。
◦外国為替ポジションおよび対顧客取引に関する日次ベースの報告と月次ベ
ースの詳細な報告を銀行から受けている。
カナダ ◦月次，四半期，年次の報告に加え，資産負債および流動性に関する週次ベ
ースの報告と外国為替ポジションに関する日次ベースの報告を銀行から受
けている。
フランス ◦外国為替ポジションに関する銀行からの報告は不十分な状態にあり，大手
銀行に対して週次ベースの新しい報告体制を試行している。
ドイツ ◦早期警戒システムは未整備である。
イタリア ◦銀行の市場における風評および中央銀行に対する流動性需要を通じて危機
的な状況の兆候をモニタリングしている。
日本 ◦毎日の接触を通じて，銀行の状況をモニタリングしている。
◦国際業務に関しては，10日毎の報告を銀行から受けている。
ルクセンブルグ ◦業務全般に関し，月次ベースの報告を銀行から受けている。
オランダ ◦毎日の接触を通じて，銀行の状況をモニタリングしている。
◦支払能力，流動性，外国為替ポジションに関しては，月次ベースの報告を
銀行から受けている。
◦年次ベースであるが，全ての形態の国外進出拠点を連結した財務報告を銀
行から受けている。
スエーデン ◦外国為替ポジションに関しては，日次ベースの報告を銀行から受けている。
スイス ◦毎日の市場動向の調査を通じて，銀行の状況をモニタリングしている。
英国 ◦毎日の市場動向の調査を通じて，銀行の状況をモニタリングしている。
◦外国為替ポジションに関しては，週次，月次，四半期ベースの報告を銀行
から受けている。
米国 ◦週次，月次，四半期ベースの報告を銀行から受けている。
◦外国為替ポジションに関しては，週次ベースの報告を銀行から受けている。
55）Gardener, Edward P. M. and Molyneux, Philip, Changes in W estern European Banking, 
Academic Division of Unwin Hyman Ltd, 1990, p. 52-54
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ている国やシンガポールのように母国監督当局による直接的な立ち入り検
査も認めない国がみられ，「バーゼル・コンコルダット」の実施を通じた銀
行監督における国際協力に関しては，G10各国に止まらず，G10諸国以外の
各国でも，協力できる範囲に大きなばらつきが存在した。
また，「バーゼル・コンコルダット」が活用することを前提にしたG10各
国の国内ベースの早期警戒システムについても，第５表のとおり，システ
ムが未整備の状態にある国が存在するという問題が存在したほか，システ
ム整備されている国の間でも相違点が大きいといった問題が存在した56）。
さらに，銀行の会計基準に関しても，G10各国はもとより，G10諸国以外
の各国を含めて，会計基準の内容が各国の間でばらつきが大きく，各国監
督当局による情報交換に際しても個々の銀行の財務内容の理解が容易では
ないという問題に存在したほか，親銀行とその国外支店，さらにはその国
外子会社，国外合弁会社と連結して財務内容を把握することが困難である
という問題も存在した。
このため，バーゼル銀行監督委員会では，Blunden議長名で国際会計基
準審議会のCummings議長に対し，①会計基準および監査慣行に関するバ
ーゼル銀行監督委員会の問題意識，②会計基準に関するバーゼル銀行監督
委員会としての要望，③監査慣行に関するバーゼル銀行監督委員会として
の要望を盛り込んだ書面を送付した57）。
第１のバーゼル銀行監督委員会の会計基準および監査慣行に関する問題
意識は，各国の会計基準および監査慣行が異なることが国際的に活動する
銀行の経営の悪化や破綻をもたらしている１つの要因となっているケース
もあるので，こうした銀行の経営の悪化や破綻が再発するリスクを軽減す
るために，銀行の会計基準および監査慣行が国際的に統一化されることが
金融システム安定のための国際協力の起源とその後の発展
56）Bank for International Settlements Archive 1.3a(3), “Note on the Committee’s first round 
of discussion on early warning systems”, March 1975
57）Bank for International Settlements Archive 1.3a(3), Letter from George Blunden to Joseph 
P. Cummings, Chairman, International Accounting Standards Committee,” 14th September 
1976
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望ましいと考えている。しかしながら，バーゼル銀行監督委員会自体には
それを推進する権限も資質もないので，今後国際会計基準審議会がこうし
たバーゼル銀行監督委員会の考えを踏まえて，国際的に適用される会計基
準を作成してくれることを期待しているという内容であった。
第２の会計基準に関する具体的な要望は，①銀行が公表する財務報告書
の内容について国際的に適用する最低基準を定めること58），②銀行の財務
報告および経理で使う用語が各国でまちまちであり，これが銀行の財務内
容に関する理解を妨げ，事態を悪化させていることから，これを統一する
こと，③各経理項目の取り扱い方や各経理項目の配列順序等に関しても，
国際的に統一して，銀行の財務報告書の国際比較が可能なものにすること，
の３点であった。
第３の監査慣行に関する具体的な要望59）は，①銀行取引において取引確
認のために照会する書面の様式，②経理上の締め切り手順や収入の計上時
期等の経理のタイミング，③銀行と利害関係先との取引に関して注意を促
すための記述の仕方，等について統一を図ることを促すような書面を作成
して欲しいという内容であった。
以上述べたように，「バーゼル・コンコルダット」は，金融システムの安
定の分野で国際協力を推進するために，各国の監督当局が協力するための
ガイドラインとして，国際的に初めて合意した画期的なものあったが， 
①国によっては，銀行業務に関し守秘義務を定める国内法が存在するとい
った事情もあって，監督当局間の国際的な協力の面で様々な形で制約が存
58）1976年当時，国際会計基準審議会は，公開草案5号『財務報告書で公表する情報』を発表
して，財務報告書の内容について最低基準を定める作業を推進していたが，公開草案５号
『財務報告書で公表する情報』は主として金融機関以外の企業の財務報告書に関連するもの
であった。このため，バーゼル銀行監督委員会としては，金融機関に関連するものとして，
特に外国為替業務と証券業務の分野に関して財務報告書で公表する内容について最低基準を
定めることを要望した。
59）1976年当時，国際会計基準審議会は，会計基準に関しては国際的に適用する基準作成のた
め作業を行っていたが，監査慣行に関しては全く作業を行っていなかった。このため，バー
ゼル銀行監督委員会としては，監査慣行に関しても，書面の様式統一をはじめ国際的に統一
を図ることを促すよう作業も行って欲しい旨を要望した。
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在した，②国際協力の前提とした国内ベースの銀行監督上の早期警戒シス
テムに関しても，国よっては，システムが未整備であったり，また，整備
されている場合でも各国の間でシステムが大きく相違しており，各国の間
で銀行監督の質の面でも格差が見られたこと，③銀行監督上の早期警戒シ
ステムにおいて重要な構成要素となっている銀行の財務報告書について
も，各国が適用している会計基準がまちまちであり，国際協力を推進する
際も相互に理解することが困難であった，という問題が存在したため，バ
ーゼル銀行監督委員会にとって，「バーゼル・コンコルダット」そのものの
実施と並んで，これらの問題解決が「バーゼル・コンコルダット」の実施
に際しての重要な課題となった。
金融システム安定のための国際協力の起源とその後の発展
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The Origin and Development of International Cooperation for 
Financial System Stability: Establishment of the Basel Committee 
on Banking Supervision and Adoption of the “Concordat”
 Satoshi WATANABE
《Abstract》
The central-bank governors of the G10 countries established the Basel 
Committee on Banking Supervision at a meeting held in December 1974. 
The Basel Committee held its first meeting in February 1975, finalized the 
“Concordat” at its fourth meeting in September 1975, and issued it in 
December 1975 with the approval of the central-bank Governors of the G10 
countries. Also, The Committee sent the Concordat to the central-bank 
governors of the non-G10 countries for wider circulation.
The establishment of the Committee can be regarded as an epoch-making 
event in international cooperation for financial system stability. The 
Committee has originally pursued the basic principle that no foreign 
banking establishment should escape supervision, learning from the failure 
of Bankhaus Herstatt in June 1974.
The adoption of the Concordat was the Committee’s first monumental 
achievement in promoting international cooperation for financial system 
stability by codifying the division of responsibilities for supervision and by 
strengthening the exchange of information among central banks and bank 
supervisors.
This paper discusses the historical background of international 
cooperation for financial system stability by reviewing a variety of 
documents including Bank for International Archive files. It also focuses on 
the underlying institutions promoting international cooperation for financial 
system stability, such as the Bank for International Settlements, the G10 
countries and OECD Working Party 3.
